
渋谷区清掃リサイクル課

プラスチックの資源回収について

住民説明会【資料】
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１ プラスチック資源回収の実施概要

・回収頻度：週１回（他の資源品目と同一日）

・回収場所：区内集積所

・分別区分：

３

・開始時期：令和４年７月１日から（予定）

可燃ごみ 資源

・回収対象：概ね30cm以内のプラスチック（ペットボトルは除く）

・回収方法：すべてのプラスチック製品を同一袋で一括回収



容器包装プラスチック （以下、「容リプラ」）
・容器包装リサイクル法（以下、「容リ法」）で定義されている、
容器（商品を入れるもの）、包装（商品を包むもの）のうち、中身商品が
消費されたり、中身商品と分離された際に不要となるプラスチック

・ が表示されているプラスチック
ex）シャンプー等のボトル類、お菓子等の袋、食品トレー、カップ麺等の容器 etc…

製品プラスチック （以下、「製品プラ」）
・商品の一部やそのものがプラスチックで作られているもの

ex）ポリバケツ、洗面器、ハンガー、ビデオテープ、ＣＤ、定規 etc…

○資源として回収するプラスチック
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○プラスチックの出し方

水ですすいでも汚れが落ちないものは、リサイクルに適していません。
汚れたプラスチックが混入している場合、きれいなプラスチックに汚れが
付着し、リサイクルが出来なくなります。
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○資源として回収出来ないもの（例）

カミソリ等の刃物類は回収時や
選別時に作業員が怪我をする恐
れがあります。

ライターや電池類は清掃車への積み
込みの際に発火し、車両火災の原因
となります。
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容リプラ
製品プラ

１回／週
（資源回収日）

＜リサイクル施設＞

①容リプラ

②製品プラ

容リ法ルート

独自ルート

選別・異物除去・圧縮・梱包

○主な資源化物
指定法人の落札結果に
よって変わる
ex）パレット

コークス炉化学原料

○主な資源化物
RPF（固形燃料）

資源化

○プラスチック資源回収の流れ（渋谷区）
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回収・運搬 中間処理

＜集積所＞ ＜中間処理施設＞

容器包装リサイクル法に基づく
指定法人による落札

渋谷区委託業者

渋谷区委託業者



○主な資源化物について
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【コークス炉化学原料（工業原料）】
異物の除去、破砕等の処理をし、コークス炉で用いる原料炭の代わりと
する。 これを石炭といっしょにコークス炉に投入し熱分解することで、
コークス（還元剤）、炭化水素油（化学原料）、ガス（発電）などの工
業原料が得られる。

【パレット】
物品をフォークリフトやトラックなどで運ぶなど、倉庫に保管するため、
単位数量にとりまとめて載せる面を持つ台として利用される。

【ＲＰＦ（固形燃料）】
石炭の代替素材として、主に製紙メーカーやセメント会社で利用されている。
石炭に比べ、約３３％の二酸化炭素削減効果があり、石炭の代わりに使用す
ることで、枯渇性資源の節減にもつながる。



プラスチックが
与える環境への影響

９

①国際的な動向
2015年9月 「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」採択

目標１２「つくる責任 つかう責任」（持続可能な消費と生産のパターンを確保する）

2016年11月 「パリ協定」発効（2020年以降の温室効果ガス排出削減等のための新たな国際的な枠組み）

⇒日本の目標「温室効果ガスの排出量を、2030年度までに2013年度比で26％削減する」

②国の動向
2019年5月 「プラスチック資源循環戦略」策定

⇒「2030年までに容器包装の6割をリユース・リサイクル」
「2035年までに使用済みプラスチックを100％リユース・リサイクル等により有効利用」

2021年6月 「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」成立 （令和４年４月施行）

③東京都の動向
2019年12月 「ゼロエミッション東京戦略」策定

⇒「ワンウェイプラスチック累積25％削減」
「家庭とオフィスビルからの廃プラスチック焼却量40％削減（2017年度比）」

国内外での対応

温室効果ガス排出

石油資源の枯渇

海洋汚染 生態系への影響

焼却灰の埋立による最終処分場のひっ迫ごみとして焼却処理

ポイ捨て・不法投棄

大量生産・大量消費

２ プラスチックを資源回収する背景・目的



現在、「可燃ごみ」として収集されたプラスチックは、清掃工場で焼却された後、
焼却灰となり、その灰は東京都が管理する「新海面処分場」に運搬され、埋立てら
れている。「新海面処分場」は２３区最後の埋め立て処分場であり、この最後の処
分場を一日でも長く使用するため、ごみの減量や資源化などの取組を積極的に進め
る必要がある。

○２３区の最終処分場の延命化

新海面処分場が23区の最後の埋立場

ごみの埋め立てには限りがある
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○プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律

製品の設計からプラスチック廃棄物の処理までに関わるあらゆる主体におけるプラスチック資源
循環等の取組を促進するための措置を講じる。

●主な措置内容
１ 基本方針の策定
プラスチックの資源循環の促進等を総合的かつ計画的に推進するため、以下の事項等に関する

基本方針を策定する。
→プラスチック廃棄物の排出の抑制、再資源化に資する環境配慮設計
→ワンウェイプラスチックの使用の合理化
→プラスチック廃棄物の分別収集、自主回収、再資源化 等

２ 市区町村における個別措置事項
・プラスチック資源の分別収集を促進するため、容器包装リサイクル法ルートを活用した
再商品化を可能にする。

・市区町村と再商品化事業者が連携して行う再商品化計画を作成する。

＜令和４年４月施行＞

●主な背景
・海洋プラスチックごみ問題、気候変動問題、諸外国の廃棄物輸入規制強化等への対応を契機と
して、国内におけるプラスチックの資源循環を一層促進する重要性が高まっていること
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○容器包装リサイクル法 ＜平成７年制定＞

家庭からごみとして排出される商品の容器や包装を再商品化（リサイクル）する目的で制定された

・対象となる容器包装
特定事業者の再商品化義務 → ガラスびん、PETボトル、紙製容器包装、プラスチック製容器包装
特定事業者の再商品化義務なし → アルミ缶、スチール缶、紙パック、ダンボール

・容リ法の仕組み
消費者・市町村・事業者には、それぞれごみ減量とリサイクルに関する役割分担が定められている
法で規定された指定法人「日本容器包装リサイクル協会」を通して再商品化を実施している

消費者

市町村 リサイクル事業者

特定事業者
（容器包装製造メーカー等）

・分別排出すること
・ごみを減らすこと

①容器包装商品の販売

②分別排出

・分別収集すること
・収集したものを
選別・保管すること

・リサイクル費用を
負担すること

・ごみとなる容器包装
を減らすこと

③引き渡し

・容器包装を引き取り、
新たな資源を作ること

④リサイクル製品の販売

※既に有価で取引され、円滑なリサイクルが進んでいたため

指定法人
容器包装リサイクル協会

A リサイクル費用の支払

C リサイクル業務の委託

B 引取契約
（毎年１回）

リサイクル製品
利用事業者
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○二酸化炭素排出量削減効果

プラスチックを単純に焼却した場合と比較し、現行の処理方法（発電焼却）と
プラスチック資源回収を行った場合の二酸化炭素排出量の削減効果を試算

項目
現行の処理方法による
二酸化炭素排出量

資源回収による
二酸化炭素排出量

収集（回収）工程に係る燃料使用量 69 267 

収集（回収）工程に係る自動車の走行量 0 2 

焼却工程に係る燃料使用量 52 ー

焼却工程に係る一般廃棄物焼却量 36 ー

最終処分工程 1 ー

再商品化物の運搬工程に係る燃料使用量 ー 31

清掃工場での発電に伴う二酸化炭素削減量 -1,632 ー

容リプラ再商品化に伴う二酸化炭素削減量 ー -3,176 

製品プラ再商品化に伴う二酸化炭素削減量 ー -1,916 

合計 -1,474 -4,792 

プラスチックの資源回収を
実施することにより

現行の処理方法と比較して
３，３１８ｔ/年の

二酸化炭素削減効果がある

【単位：ｔ－ＣＯ２/年】

※プラスチックの想定回収量：２，０２０ｔ/年
収集車両の積載量 ： ３５０ｋｇ/台 とした場合
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３ 主なスケジュール（予定）
年 時期 実施項目

令和３年

１２月 区ホームページにて案内

１２月から
１月

各地区町会長会議での説明

１２月から
２月中旬

町会掲示板での周知

令和４年

１月 区ニュース（１/１号）掲載

１月中旬
から

２月中旬

住民説明会の実施
⇒区内１３会場にて開催

３月 周知用チラシ各戸配布

５月から６月 区ニュース特集号、町会掲示板等での周知

７月から プラスチック資源回収開始
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将来世代に負担をかけない環境を維持していくために・・・

プラスチックを「資源」として有効活用することにより、
ごみ減量及び最終処分場の延命化を図り、
さらには温室効果ガスの排出削減をはじめとした地球環境へ
の負担軽減を図ります。

みなさまのご理解とご協力をお願いします。

１５

～最後に～


